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❒全国地方新聞社連合会について

＜全国地方新聞社連合会とは＞

全国地方新聞社連合会は、全国４７都道府県のブロック紙・地方紙が結集した組織です。

全国地方新聞社連合会の加盟新聞社は、地域に密着したメディアであることから、

国の施策をより多くの国民に伝え、きめ細かい国民の声を吸い上げ、

政策に反映できる情報のストック化が最も効率的にできる多様な地域づくりに欠かせない媒体です。

▌総発行部数 約１,６５０万部

連合会加盟紙と中央５紙との発行部数比較

▌全国47都道府県の８割で普及率トップ

▌全国地方新聞社連合会

加盟46社47新聞

▌地域における強いネットワーク力・コーディネート力

全国の各地方新聞社は、
地域社会における経済・
社会・文化を牽引し、
地域に立脚した公共性ある
リーディングメディアです。
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❒災害報道における基本行動と新聞社としての報道姿勢

【報道姿勢】

「100回逃げて、100回来なくても、101回目も必ず逃げて」
－岩手県釜石市唐丹町本郷地区 「津波記憶石」 メッセージ－

“たとえ、空振りになったとしても、警報・警告がでたら速やかに避難を行う“

という行動意識の変化につなげるために、

個人・地域に対してきめ細かい情報を提供する
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❒災害報道における『地方新聞』の役割の整理

＜各フェーズにおける地方新聞の役割＞

人は忘却することを前提とし、繰り返し地域情報を伝え続ける

【平時の対応】 ・・・正しい避難行動の周知

【非常時の対応】 ・・・情報の収集（全容の把握）・情報の検証と分析・課題の洗い出し

【被災後の対応】 ・・・課題に対する検証、次に起こる自然災害に対する備えの重要性喚起

【平時・被災後のサイクル内】 ・・・地域住民が「考える場」の提供

＜「災害」に関する実際の報道例＞

単なる被災・復旧状況の報告ではなく、住民目線のきめ細かい情報発信

【平時報道】

１．人づくり・地域づくり

▸防災教育

【非常時報道】

２．日々更新される詳細なライフライン情報

【被災後報道】

３．被災者視点に立った課題提案と解決への糸口の提供

▸地域コミュニティー力、各層におけるリーダーシップの重要性

▸地域における過去の歴史、教訓と照らし合わせた現状分析

【平時・被災後のサイクル内 報道】

４．被災地域メディア間の連携によるナレッジシェア
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❒新聞報道事例 【平時報道】

１．人づくり・地域づくり

▲中国新聞（2018年2月9日付）
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❒新聞報道事例 【非常時報道】

▲中国新聞（2018年7月1日付）

２．日々更新される詳細なライフライン情報
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❒新聞報道事例 【被災後報道】

３．被災者視点に立った課題提案と解決への糸口の提供

▲中国新聞（2018年8月3日付）

▲中国新聞（2018年9月24日付）
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❒新聞報道事例 【被災後報道】

３．被災者視点に立った課題提案と解決への糸口の提供

▲山陽新聞（2018年7月29日付）▲山陽新聞（2018年7月27日付）
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❒新聞報道事例 【平時・被災後のサイクル内 報道】

被災地域メディア間の連携によるナレッジシェア

▲中国新聞（2017年10月16日付）
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❒地方新聞社が取材を通じて得た「防災・減災」情報

『より早い時期からの注意喚起が必要』
台風報道などは、進路などが刻々と変化するだけに、
新聞になじまないという意見もある。
しかし、「空振り上等」、朝刊が届くころ、空が晴れ渡っていて
もかまわない。より早い時期から注意を呼びかけることができ
ていたら、被害をもっと抑えられたかもしれない。
＜中国新聞社 報道部＞

『地域特性に合わせた防災教育が重要』
防災教育は単一ではなく、各レイヤー、年齢層、地域、
地形によって異なり、きめの細かさが重要。
ただ「早く逃げる」だけではない、カスタムメイドの教材が必要。
＜有識者＞

『防災・減災は人づくりからはじまる』
自治体、コミュニティ、学校、職場、家庭における防災リー
ダーの育成が必要。
＜有識者＞

『自治体の不明者情報の扱い、統制を』
個人情報保護などを理由に自治体により安否情報をめぐる
情報対応が異なる。家族への確認の後、不確定な情報でも、
公表し、名乗りを上げてもらうことが効率的な捜索につながり、
新聞としての公益性が高まると判断。
＜山陽新聞社 報道部＞

『ハザードマップ配布に加え、周知が必要』
ハザードマップを全戸配布していたエリアにて、被災者アン
ケートをとったところ、「内容を理解していた」との回答は24％
にとどまっており、その周知のあり方が問われている。
＜山陽新聞社 報道部＞

『過去に学ぶ・地域に学ぶ』
過去の自然災害の歴史、地形、地質、地層、民話などに災
害への備えに対するヒントあり。住民が、楽しみながら地域を
学ぶ工夫が必要。
＜有識者＞
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❒まとめにかえて

＜防災意識社会の実現に向けて＞

地域ステークホルダー連携による

地域特性に応じた「オーダーメイド」の防災計画の策定

【地域コンソーシアム協議事案】

◎地域防災課題の洗い出し

◎過去地域災害の被害確認

◎実践的な防災への目標設定

◎地域オーダーメイド防災計画の策定

◎施策の遂行、効果測定

地域課題を検討・解決するための事業推進体制を全都道府県にて構築し、

地域に則した「行動目標」・「地域防災計画」の策定を図る。

地域コンソーシアムイメージ

全国47都道府県

ごとに設立

1.北海道 2.青森県 ○○県 47.沖縄県46.鹿児島県○○県

北海道
地域コンソーシアム

青森県
地域コンソーシアム

地域コンソーシアム
事務局

地域コンソーシアム
事務局

沖縄県
地域コンソーシアム

鹿児島県
地域コンソーシアム～ ～

北海道 青森県 ●●●県 鹿児島県 沖縄県●●●県

中央コンソーシアムイメージ

国土交通省

内閣府 消防庁 気象庁

など

国土交通省 事務所

地域経済団体

地域教育機関

地域金融機関

地域ＮＰＯ（生活者）

国土地理院

地域メディア

など

国土交通省 事務所

地域経済団体

地域教育機関

地域金融機関

地域ＮＰＯ（生活者）

地域メディア

など

国土交通省 事務所

地域経済団体

地域教育機関

地域金融機関

地域ＮＰＯ（生活者）

地域メディア

など

国土交通省 事務所

地域経済団体

地域教育機関

地域金融機関

地域ＮＰＯ（生活者）

地域メディア

など

国土交通省 事務所

地域経済団体

地域教育機関

地域金融機関

地域ＮＰＯ（生活者）

地域メディア

など

国土交通省 事務所

地域経済団体

地域教育機関

地域金融機関

地域ＮＰＯ（生活者）

地域メディア

県/市町村自治体

●●県
コンソーシアム

地域大学・有識者 地域医療・福祉協議会

商工会議所 青年会議所

地域教育委員会 ＰＴＡ連合会

地域金融機関

地域観光協会 町内会連合会

地域防災ＮＰＯ

地域メディア

地域コンソーシアム組織イメージ

多様なステークホルダーが集う協議体とし、

地域のネットワーク力の強化・拡大を図り、

地域における防災活動のより一層の活動促進につなげる。




